










































由に農村小中学校、特に高校について大々的な整理・合併が行われ、1977 年に 13.1 万校、





























































にすでに激減したが、85 年以降はさらに減少し、2001 年現在の中学校数は 1977 年に比べ
て 7割減、普通高校数は 95.5%も減った。当然、若者の進学率の格差も広がった。 
以上のように、基礎教育地方責任制を実施して十九年、それによって持たされた県、郷
財政の破綻状況と都市・農村間の教育資源配分の格差は目にあまるほどとなったが、同制
度を根本から改正する兆しは未だに見えてこない。近年、農村地域への教育投資を増やす
努力は若干行われたが、これらの改革によって解決できるのは、せいぜい今問題になって
いる農村教職員給与の未給問題ぐらいで、農村教育投資の慢性的な不足と都市・農村間の
教育格差の問題は根本から解決しないだろう。 
５．今後の改革方向 
現行の基礎教育地方責任制と他の関連制度は問題だらけである以上、一刻も早く改変す
べきである。具体的には、以下の４点を提案したい。①教育財政投資の対 GDP 比率を現状
の 3%台から 5％以上に引き上げる。②高等教育重視、基礎教育軽視の教育予算配分方法を
改め、教育投資の増加分を義務教育、普通高校に重点配分する。③財政力の地域格差を是
正する財政移転交付制度の確立に先駆けて、まず小中高校在学年齢層の人口当たり教育財
政投資が平準化するよう、義務教育と普通高校教育の専用交付金制度を先に設立し、④同
時に基礎教育、中等教育の責任主体を県レベル政府から市レベル政府までに引き上げる。 
